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はじめに 

   狛江市では、「障がいがあってもなくても暮らしやすいまち」の基本理念の実現

に向けて、平成27年度から平成29年度までの３か年を計画期間とする狛江市第

４期障害者計画を策定いたしました。本計画では、狛江市が取り組むべき７つの主

要課題とその実現に向けた19の重点施策が掲げられています。 

 

 １ 進捗管理 

   本計画の実効性を担保し着実な進展を図るため、前年度の取組状況について、狛

江市福祉基本条例第 26 条に基づく狛江市市民福祉推進委員会の下に設置された

障がい小委員会において、本計画の進捗状況をするため評価を行うこととします。 

 

 ２ 本報告書の構成 

 第１章 重点施策の実施計画一覧 

平成 27年度から平成29年度までの各重点施策の実現に向けた実施内容・実施

計画がそれぞれ記載されています。平成27年度はこれまでに取り組んだ実施内容

であり、平成28年度及び平成29年度はこれから予定している実施内容となって

います。なお、これから予定している実施内容は、前年度の実績を踏まえ、必要が

あればローリングを行います。 

 

第２章 平成 27年度狛江市第４期障害者計画進捗管理シート 

狛江市第３期障害者計画・障害福祉計画では、障がいのある人に関係する生活領

域として「相談する」「住む・ケアを受ける」「育つ・学ぶ」「参加する」「働く」「健

康を保つ」という市独自の６つの生活領域を設定し、生活領域ごとに長期目標（将

来像）を設定しました。狛江市第４期障害者計画・障害福祉計画では、この長期目

標（将来像）ごとに「10年先を見据えた狛江市の課題」を設定しています。 

この進捗管理シートは、「10年先を見据えた狛江市の課題」のうち主要課題を解

決するための重点施策について、６つの生活領域ごとに①平成27年度の取組み予

定、②平成27年度の実績・進捗状況、③評価、④今後の取組みに向けての内容を

記載するものです。併せて、平成27年度に取り組んだ重点施策以外の施策とその

取組みの状況についても「その他の取組み」として記載しております。 

これらの内容を踏まえて、障がい小委員会からいただいた重点施策に関する意見

及び生活領域ごとの意見をそれぞれ記載しております。 
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第３章 今後の取組み 

  平成27年度の評価結果を全体及び生活領域毎に、表としてまとめてあります。

また、これらの評価結果を踏まえた課題や取組みの推進に向けての今後の方針が

記載されています。 

 

 ３ 進捗評価の方法 

   平成 26年７月に、市が策定している計画の評価基準を４段階に統一し、取組み

の強化を図るべき評価の目安が示されたことを踏まえ、障がい小委員会での議論、

検討を行い、下記のとおりの評価基準とします。 

 

＜評価方法＞ 

実施計画に記載されている事業が実施計画どおり進捗しているか否かについて、

４段階で評価します。評価は、まず事業担当課が進捗を記入し、その後必要に応じ

て地域福祉課が事業担当課にヒアリング等を実施し、評価の公平性を担保します。 

 

評

価

基

準 

 

評価内容 

Ａ 進捗している・期待通りの成果がでている 

 例：前年よりもより一層取組みを強化できた。 

Ｂ 現状維持・ある程度の成果がでている 

 例：前年同様の取組みを実施した。 

Ｃ あまり進捗していない・あまり成果がでていない 

例：前年同様の取組みが実施できなかった。 

Ｄ まったく進捗していない・まったく成果がでていない 

 例：年次目標どおりの進捗ができず、取組みの目途も立って

いない 

 



 

 

 

 

 

 

第１章 

重点施策の実施計画一覧 



重点施策の実施計画一覧

計画の
主要課題

施策の方向性 重点施策 平成27年度実施内容 平成28年度実施内容（予定） 平成29年度実施内容（予定）

地域生活支援拠点の整
備

【新規】平成29年４月の開設を目標
に、具体的な機能の検討を進める。

・機能の検討
・市民説明会（３回）
・国庫補助協議

地域生活支援拠点の整備に向けた取組みを
進める。

地域生活支援拠点の整備に向けた取組みを
進める。（継続）

市の相談支援・相談窓
口の充実

【継続】市民が利用しやすい福祉総合相
談窓口を推進するため、窓口のレイアウ
ト等を改善する。

庁内の各窓口にコミュニケーションボード
を設置し、窓口のレイアウトの改善を完了
させた。

地域包括ケアシステムに対応できる相談窓
口の検討（窓口エリアとフロアの改修を含
む）を行う。

地域包括ケアシステムに対応できる相談窓
口の検討（窓口エリアとフロアの改修を含
む）を行い、必要があれば改修を実施す
る。

基幹型相談支援セン
ターの設置検討

【継続】重層的な課題を抱えている相談
者に対応できる「総合相談支援体制」を
構築するため、地域自立支援協議会等の
場であり方の検討を進める。

地域自立支援協議会にて、基幹型相談支援
センター検討チームを設け、必要な機能・
役割の検討を行った。

地域自立支援協議会からの報告書を踏ま
え、市で基幹型相談支援センターに必要な
機能・役割の検討を進める。

地域自立支援協議会からの報告書を踏ま
え、市で基幹型相談支援センターに必要な
機能・役割及び実現手法の検討を進める。

計画相談支援事業の充
実

【継続】地域自立支援協議会と連携して
相談支援を充実する。

・地域自立支援協議会で、計画相談支援に
関する研修を実施した。
・平成27年度末時点で、障がい者
84.3％、障がい児95.5％のサービス等利
用計画を作成した。

計画相談支援事業所等と連携し、全件の
サービス等利用計画の作成を目指して取組
みを進める。

計画相談支援事業所等と連携し、サービス
等利用計画の質の向上を図るための取り組
みを行う。

【新規】多摩南部成年後見センターを通
じて社会貢献型後見人を育成する。

養成研修を実施し、２名の社会貢献型後見
人を育成した。

養成研修を実施し、社会貢献型後見人１名
を養成する。
新しい社会貢献型後見人のフォローアップ
を行う。

養成研修を実施し、社会貢献型後見人１名
を養成する。（継続）
新しい社会貢献型後見人のフォローアップ
を行う。（継続）

【継続】成年後見制度に関与する職員の
庁内研修を実施する。

平成28年１月に職員研修（主に地域包括支
援センター職員を対象）を実施し、10名が
参加した。

【継続】
市職員研修の実施

【継続】
市職員研修の実施（継続）

相談支援・地
域生活支援拠
点の充実

成年後見制度を担う人
材育成と活用
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重点施策の実施計画一覧

計画の
主要課題

施策の方向性 重点施策 平成27年度実施内容 平成28年度実施内容（予定） 平成29年度実施内容（予定）

ショートステイの充実
（施設・定員数、職員
体制、サービス内容）

【新規】平成27年9月の小規模多機能
型居宅介護事業所「のどか」の開設によ
り2床（ただし制限あり）、平成2９年
4月の地域生活支援拠点の開設を目指
し、4床のショートステイの確保を図
る。

【小規模多機能型居宅介護事業所】
・平成28年3月に小規模多機能型居宅介護
事業所「のどか」を開設した。
・事業所への介護サービスと障害福祉サー
ビスの報酬差額の補助制度を確立した。

【地域生活支援拠点】
・機能の検討、市民説明会（3回）、国庫
補助協議の実施

【小規模多機能型居宅介護事業所】
・利用状況の把握・検証、差額補助の実施
・職員のスキルアップの促進

【地域生活支援拠点】
・地域生活支援拠点の整備に向けた取組み
を進める。

【小規模多機能型居宅介護事業所】
・利用状況の把握・検証、差額補助の実施
（継続）
・職員のスキルアップの促進（継続）

【地域生活支援拠点】
・地域生活支援拠点の整備に向けた取組み
を進める。（継続）

障がいのある人も利用
可能な小規模多機能型
居宅介護事業所の創設

【新規】平成27年9月の小規模多機能
型居宅介護事業所「のどか」の開設によ
り、障がい者枠（生活介護・短期入所
定員２名）を確保する。

・平成28年3月に小規模多機能型居宅介護
事業所「のどか」を開設した。
・事業所への介護サービスと障害福祉サー
ビスの報酬差額の補助制度を確立した。

・利用状況の把握・検証、差額補助の実施
・職員のスキルアップの促進

・利用状況の把握・検証、差額補助の実施
（継続）
・職員のスキルアップの促進（継続）

緊急ショートステイの
実施

【新規】平成2９年4月の地域生活支援
拠点の開設を目指し、緊急ショートステ
イの１床の確保を図る。

・機能の検討
・市民説明会（３回）
・国庫補助協議

・地域生活支援拠点の整備に向けた取組み
を進める。
・市内法人に緊急ショートステイの整備を
促していく。

・地域生活支援拠点の整備に向けた取組み
を進める。（継続）
・市内法人に緊急ショートステイの整備を
促していく。（継続）

グループホームの充実
（施設・定員数、職員
体制、サービス内容）

【新規】平成2９年4月の地域生活支援
拠点の開設を目指し、グループホームの
11床の確保を図る。

・機能の検討
・市民説明会（３回）
・国庫補助協議

地域生活支援拠点の整備に向けた取組みを
進める。

地域生活支援拠点の整備に向けた取組みを
進める。（継続）

グループホームの面的
整備（サテライト型の
実施検討）

【新規】地域生活支援拠点が開設された
後もグループホームの不足が見込まれる
場合は、サテライト型グループホームの
整備を検討する。

・機能の検討
・市民説明会（３回）
・国庫補助協議

・地域生活支援拠点の整備に向けた取組み
を進める。
・地域生活支援拠点の整備と併せて、市内
法人にサテライト型グループホームの整備
を促していく。

・地域生活支援拠点の整備に向けた取組み
を進める。（継続）
・地域生活支援拠点の整備と併せて、市内
法人にサテライト型グループホームの整備
を促していく。（継続）

児童発達支援センター
の整備

【新規】平成27年度より具体的な機
能、場所、運営主体等の検討を行う場を
設ける。

・庁内所管課の職員による現状の療育体制
の把握
・一貫した地域療育システムのあり方検討
委員会設置の検討（事務局体制・構成メン
バー）

平成25年度に実施した「地域療育システム
の構築に向けた検討プロジェクトチーム
（療育ＰＴ）」の議論を踏まえて、一貫し
た地域療育システムのあり方検討委員会で
児童発達支援センターの機能を検討する。

平成25年度に実施した「地域療育システム
の構築に向けた検討プロジェクトチーム
（療育ＰＴ）」の議論を踏まえて、一貫し
た地域療育システムのあり方検討委員会で
児童発達支援センターの機能を検討する。
（継続）

児童発達支援事業の充
実

【継続】ぱるの充実（待機児解消等）と
児童発達支援事業所の連携強化を図る。

・平成27年4月にぱるの定員を20名増員
した。
・狛江市障害福祉サービス等事業所連絡会
子ども部会を４回実施した。

・ぱるの更なる充実を検討する。
・狛江市障害福祉サービス等事業所連絡会
子ども部会を活用した事業所の連携強化

・ぱるの更なる充実を検討する。（継続）
・狛江市障害福祉サービス等事業所連絡会
子ども部会を活用した事業所の連携強化
（継続）

短期入所の充
実

グループホー
ムの充実

児童発達支援
の充実
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重点施策の実施計画一覧

計画の
主要課題

施策の方向性 重点施策 平成27年度実施内容 平成28年度実施内容（予定） 平成29年度実施内容（予定）

【継続】障がい者週間事業の充実
イベント（作品展示会、物品販売及び障が
い者スポーツ体験教室）の企画・実施

イベント（作品展示会、物品販売及び障が
い者スポーツ体験教室、映画会）の企画・
実施

イベント（作品展示会、物品販売及び障が
い者スポーツ体験教室、映画会）の企画・
実施（継続）

【継続】ホームページ、障がい者のしお
り、福祉だより、パンフレットを作成す
る。

・障害者差別解消法及び子どもの発達に関
するパンフレットの作成
・障害者差別解消法に関する研修の実施

・障がい者に対する理解・普及啓発のため
のパンフレットの作成及びホームページコ
ンテンツの充実
・障害者差別解消法に関する研修の実施
（継続）

・障がい者に対する理解・普及啓発のため
のパンフレットの作成及びホームページコ
ンテンツの充実（継続）
・障害者差別解消法に関する研修の実施
（継続）

バリアフリー・ユニ
バーサルデザインの推
進

【新規】避難者自動認識システムを導入
する。

・システム導入のための補助金申請したが
不採択であった。代替策としてソフト面か
らのバリアフリー化を検討した。
・７つの団体と地域見守り活動支援対象者
名簿の提供に関する協定を締結した。

・ソフト面からのバリアフリー化
（ココシルこまえの開発提供）
・地域見守り活動支援対象者名簿の提供に
関する協定の拡大
・要配慮者のための新しい災害マニュアル
の作成

・ソフト面からのバリアフリー化（継続）
（ココシルこまえの開発提供）
・地域見守り活動支援対象者名簿の提供に
関する協定の拡大（継続）

【新規】地域開拓促進コーディネーター
による市内企業の訪問を推進する。

市内企業の法定雇用率の充足状況等、現状
の把握を進め、課題抽出を行った。

市内における職場開拓だけではなく、市が
実施する企業セミナーの周知を近隣市区の
企業へ行い、ネットワークを構築する。

市内における職場開拓だけではなく、市が
実施する企業セミナーの周知を近隣市区の
企業へ行い、ネットワークを構築する。
（継続）

【新規】地域開拓促進コーディネーター
を中心とした職場開拓とネットワークづ
くりを行う。

近隣の企業の新規開拓を行うとともに、就
労支援センター就労継続（Ａ・Ｂ）支援事
業所等を訪問し、情報収集やネットワーク
づくりを行った。

　市内の就労継続Ｂ型事業所の利用者が就
労継続Ａ型事業所へ移行できるよう支援す
る。

　市内の就労継続Ｂ型事業所の利用者が就
労継続Ａ型事業所へ移行できるよう支援す
る。（継続）

【継続】職場定着を目的とした定期訪問
活動を充実する。

狛江市障がい者就労支援センター「サポー
ト」職員による職場訪問を16件実施した。

障がい者にとって、職場が長く働きやすい
環境となるように、定期訪問を継続する。

障がい者にとって、職場が長く働きやすい
環境となるように、定期訪問を継続する。
（継続）

企業向け・市民向け・
障がい者向けセミナー
の開催

【新規】ジョブサポーター養成講習や企
業と就労を希望する障がい者の合同説明
会など、企業向け・市民向け・障がい者
向けセミナーを実施する。

狛江市障がい者就労支援センター「サポー
ト」等による障がい者（精神障がい）向け
セミナーを実施した。

企業向けセミナー等を実施し、障がい者雇
用に関する理解を進めていく。

企業向けセミナー等を実施し、障がい者雇
用に関する理解を進めていく。（継続）

交流の場・余暇活動の
場の充実

【継続】地域自立支援協議会で継続して
検討する。

・自立支援協議会当事者部会（ペガサス）
でイベントの企画・実施を行った。
・あいとぴあプールでは500名の利用があ
り、地域活動支援センター登録者はリヒト
60名、えるぶ33名であった。

・自立支援協議会当事者部会でのイベント
等の企画・実施
・市内で行われている当事者活動の実態、
課題を把握するとともに、活動の支援を継
続する。

・自立支援協議会当事者部会でのイベント
等の企画・実施（継続）
・市内で行われている当事者活動の実態、
課題を把握するとともに、活動の支援を継
続する。（継続）

障がいのある人もない
人も交流できる機会の
創出

【継続】イベント（障がい者週間等）を
活用した交流機会を創出する。

障がい者スポーツ体験事業を３回実施し、
延べ231名が参加した（初回は障がい者週
間イベントとして実施）。

・障がい者スポーツ体験事業の実施
・公共施設における障がい者スポーツ用具
の貸出しの検討

・障がい者スポーツ体験事業の実施（継
続）
・公共施設における障がい者スポーツ用具
の貸出しの検討（継続）

障がい者に対する理
解・普及啓発の推進
（市民・市職員・教
員・学生・企業・医療
機関等）

公的機関・民
間企業におけ
る障がい者就
労機会の確保

障がい者の就労の場・
訓練の場の開拓

当事者が交流
する場・余暇
等の活動場所
の提供

障がい者に対
する理解・普
及啓発
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平成27年度狛江市第４期障害者計画進捗管理シート

生活領域ごとの障がい小委員会の意見

Ａ　進捗している・期待通りの成果がでている　　　　　Ｂ　現状維持・ある程度の成果がでている　
Ｃ　あまり進捗していない・あまり成果がでていない　　Ｄ　まったく進捗していない・まったく成果がでていない

今後の取組みに向けて

地域生活支援拠
点の整備

地域自立支援協議会と連携し
て相談支援を充実する。

平成28年３月までに全ての
サービス利用者のサービス等
利用計画の作成を完了させ
る。

市の相談支援・
相談窓口の充実

C
　建設予定地に関して訴訟係
争中であるが、引き続き、地
域生活支援拠点の整備に向け
た取組みを進める。

　地域包括ケアシステムに対
応できる相談窓口の検討を行
う。

計画相談支援事
業の充実

基幹型相談支援
センターの設置
検討

平成27年12月から平成28年
４月までの間に、地域自立支
援協議会「基幹型相談支援セ
ンター検討チーム」において
４回の定例会を行い、設置に
向けた議論を行う。

・機能の検討
・住民説明会
・国庫補助協議

平成26年度に引き続き、窓口
のレイアウトの改善を実施
し、完了させる。

Ｂ

　地域自立支援協議会からの
報告書を踏まえ、基幹型相談
支援センターの機能・役割の
検討を進める。

　平成28年１月に成年後見制度に関する職員研修を実施し、市の
ケースワーカーや地域包括支援センター職員等10名が参加した。

成年後見制度に関与する職員
の庁内研修を実施する。

成年後見制度を
担う人材育成と
活用

養成研修の実施
２名の養成

多摩南部成年後見センターを
通じて社会貢献型後見人を育
成する。

　
・平成27年度末時点で、サービス等利用計画を作成した割合は、
障がい者84.3％、障がい児95.5％であった。
・１月に、地域自立支援協議会主催で研修「計画相談支援のたい
せつな話」を実施した。

　＜平成27年度相談支援事業所実績＞
市内計画相談支援事業所数３　市内・市外年間実利用者数291
名、市内児童相談支援事業所数２（前年度より１事業所の増）市
内・市外年間実利用者数80名

　計画相談支援事業所等と連
携し、全ての利用者へのサー
ビス等利用計画の作成及び質
の向上を進める。

　さらなる社会貢献型後見人
の育成及び新しく社会貢献型
後見人となった方のフォロー
アップを行う。

　さらに多くの職員に制度を
理解してもらうため、引き続
き研修を実施する。A職員研修の実施

生活領域　（１）相談する

重点施策に関する障がい小委員会の意見

　いつでも生活するうえで必要な相談ができ、ライフステージに応じた継続的な相談ができる相談体制（窓口）の構築には、核となる拠点（市役所の相談窓口、地域生活支援拠点、基幹型相談支援センター等）のさらなる充実・整備が必要不可
欠である。併せて、計画相談支援事業所、社会貢献型貢献人等の事業所及び支援者の育成や関係機関のネットワークの充実等、今ある資源を活かした取組みが必要である。また、法制度、市内事業所のサービス情報の周知についても引き続き行
う必要がある。

【長期目標（将来像）】
▽いつでも、生活するうえで必要な相談ができる。
▽ライフステージに応じた継続的な相談ができる。

その他の取組み

重点施策 平成27年度の取組み予定

　地域生活支援拠点となる施設の必要性等に関して市民の理解を
得る取組みとして、４月に３回の市民説明会を実施し、延べ83名
の参加があったが、国庫補助協議が不採択という結果になり、着
工は見送りとなった。

重層的な課題を抱えている相
談者に対応できる「総合相談
支援体制」を構築するため、
地域自立支援協議会等の場で
あり方の検討を進める。

障害者差別解消法を踏まえた取組み

専門職の充実

施策

平成29年４月の開設を目標
に、具体的な機能の検討を進
める。

　障がいのある方等とのコミュニケーションを円滑に行うため、
コミュニケーションボードを庁内の各窓口に設置し、窓口のレイ
アウトの改善を完了させた。

市民が利用しやすい福祉総合
相談窓口を推進するため、窓
口のレイアウト等を改善す
る。

主要課題　相談支援・地域生活支援拠点の充実

A

施策の方向性 評価

A

取組みの状況

障がい者をはじめとする福祉に関する相談ニーズが多様化、重層化していることを踏まえて、平成26年度の組織改正により福祉相談課を設け、専門職の集約的な
配置を行った(平成28年末時点、部で社会福祉士８人配属)。また、生活困窮者の相談窓口として「こまエール」を置いた。

　障害者差別解消法の施行を見据え、平成28年３月に 狛江市職員の障害を理由とする差別解消推進対応要領を制定した。併せて同月には管理職等を対象とした
職員研修を実施し、管理職35名・一般職員31名参加した。また、職員の手話の理解のための研修を平成27年8月（18名参加）、11月（31名参加）に実施し
た。また、障害者差別解消法障がいのある方への対応をまとめた冊子「みんなで一緒に暮らせるまちへ」を公共機関や医師会等へ配布した。
　窓口での対応を向上するため、指差しで意思の疎通ができるコミュニケーションボードを作成し、各課に配置した。

・地域生活支援拠点の整備については、本計画の重
要なテーマであり、着実に進める必要がある。

・市の相談支援・相談窓口の充実については、組織
改正に伴う窓口のレイアウトの改善等を完了させた
が、障害者差別解消法の施行も踏まえ、さらなる充
実を図る必要がある。

・計画相談支援事業の充実については、サービス等
利用計画を作成した割合が障がい者84.3％、障がい
児95.5％まで進捗したが、基幹型相談支援センター
の設置の検討及び計画相談支援事業所等との連携を
考慮しながら、全件作成に向けて更なる検討を行う
必要がある。

・成年後見制度については、多摩南部成年後見セン
ターを中心に、社会貢献型後見人の養成や研修によ
る支援者への制度周知等を進め、必要とする方が利
用しやすい環境づくりを行う必要がある。

平成27年度の実績・進捗状況

　地域自立支援協議会から選出された複数名で「基幹型相談支援
センター検討チーム」を設置し、全４回の定例会を開催し、基幹
型相談支援センターに必要な機能・役割を検討した。

　近隣５市で運営する多摩南部成年後見センターにおいて、５市
共同で「社会貢献型後見人」を養成するための基礎講習、実習、
登録、マッチング及びフォローアップまでを一体的に実施してい
る。この事業により２名の社会貢献型後見人を養成した。

A
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平成27年度狛江市第４期障害者計画進捗管理シート

生活領域ごとの障がい小委員会の意見

評価 Ａ　進捗している・期待通りの成果がでている　　　　　Ｂ　現状維持・ある程度の成果がでている　
Ｃ　あまり進捗していない・あまり成果がでていない　　Ｄ　まったく進捗していない・まったく成果がでていない

・機能の検討
・住民説明会
・国庫補助協議

※施策の方向性「地域生活支援拠点の整備」の「平成27年度の実
績・進捗状況」（11ページ）と同じ B

・地域生活支援拠点の整備に
向けた取組みを進める。
・併せて市内法人にサテライ
ト型グループホームの整備を
促していく。

移動支援の充実 　平成27年４月に移動支援事業の報酬単価を改定し、近隣自治体との格差の解消を図った。

災害時に関する支援
・平成26年度に引き続き、聴覚障がい者用災害ベスト及びヘルプマーク型筆談具を開発した。
・狛江市地域見守り活動支援対象者名簿の提供に関する協定を７つの団体と締結した。

重点施策に関する障がい小委員会の意見

グループホーム
の充実（施設・
定員数、職員体
制、サービス内
容）

平成29年４月の地域生活支援
拠点の開設を目指し、グルー
プホームの11床の確保を図
る。

・機能の検討
・住民説明会
・国庫補助協議

※施策の方向性「地域生活支援拠点の整備」の「平成27年度の実
績・進捗状況」（11ページ）と同じ

＜平成27年度グループホーム利用実績＞
　５法人８事業所：年間実利用54名（市内・市外）

C
地域生活支援拠点が開設され
た後もグループホームの不足
が見込まれる場合は、サテラ
イト型グループホームの整備
を検討する。

重点施策に関する障がい小委員会の意見

その他の取組み

【小規模多機能型居宅介護事
業所】
開設の準備

【地域生活支援拠点】
・機能の検討
・住民説明会
・国庫補助協議

B

平成27年度の取組み予定

ショートステイ
の充実（施設・
定員数、職員体
制、サービス内
容）

平成27年９月の小規模多機能
型居宅介護事業所「のどか」
の開設により、障がい者枠
（生活介護・短期入所　定員
２名）を確保する。

施策の方向性

【小規模多機能型居宅介護事業所】
　当初予定していた9月には、グループホーム事業のみの開設と
なり、小規模多機能型居宅介護事業は、３月の開設となった。併
せて生活介護及び短期入所の基準該当事業所の登録（定員2名）
を行った。
　事業所の運営を支援するため、介護サービスと障がい福祉サー
ビスの報酬の差額を補助する制度を創設した。

【地域生活支援拠点】
※施策の方向性「地域生活支援拠点の整備」の「平成27年度の実
績・進捗状況」（11ページ）と同じ。

＜平成27年度ショートステイ利用実績＞
　３事業所：年間延べ利用2,705日（市内・市外）

取組みの状況

施策の方向性 重点施策 平成27年度の取組み予定 平成27年度の実績・進捗状況 評価 今後の取組みに向けて

　地域生活支援拠点の整備に
向けた取組みを進める。 　地域生活支援拠点の整備については、本計画の重

要なテーマであり、着実に進める必要がある。
　また、地域生活支援拠点の整備が行われるまでの
間も、グループホームのニーズを踏まえ、既存の事
業所への情報提供や働きかけ等、グループホームの
拡充に向けた取組みが求められる。

グループホーム
の面的整備（サ
テライト型の実
施検討）

平成27年９月の小規模多機能
型居宅介護事業所「のどか」
の開設により２床（ただし、
制限あり）、平成29年４月の
地域生活支援拠点の開設を目
指し、４床のショートステイ
の確保を図る。

※上記【小規模多機能型居宅介護事業所】と同じ

緊急ショートス
テイの実施

　障がい福祉に関わる事業者の情報共有等のため、狛江市障害福祉サービス等事業者連絡会が行われた。年１回の総会の他、通所部会（５回）、居宅部会（５
回）、子ども部会（４回）、相談支援部会（９回）、合同部会（１回）が行われた。

※上記【小規模多機能型居宅
介護事業所】と同じB小規模多機能型居宅介護事業

所「のどか」の開設の準備

障がいのある人
も利用可能な小
規模多機能型居
宅介護事業所の
創設

施策

【小規模多機能型居宅介護事
業所】
・利用状況の把握・検証、差
額補助の実施
・法人としても初めての取組
みであるため、運営法人の職
員のスキルアップのための研
修・実習等の受講を促してい
く。

【地域生活支援拠点】
・地域生活支援拠点の整備に
向けた取組みを進める。

サービス向上に向けた自主的な取組み

平成27年度の実績・進捗状況

※施策の方向性「地域生活支援拠点の整備」の「平成27年度の実
績・進捗状況」（11ページ）と同じ

平成29年４月の地域生活支援
拠点の開設を目指し、緊急
ショートステイの１床の確保
を図る。

・機能の検討
・住民説明会
・国庫補助協議

　市内で一緒に暮らしたい人と安心して生活するためには、必要な障害福祉サービスの種類・量を自ら選択して利用できることが重要である。特に、地域で生活を継続するためには、重点施策として挙げている短期入所とグループホームの充実
が重要であるので、継続して検討を行う必要がある。また、既存のサービスの向上に向けた自主的な取組みの推進や、安心安全な暮らしのための災害時の支援の充実及び社会参加に欠かせない移動に関する支援の充実等、市の限られた資源や財
源等の中で出来る施策を検討し、実施する必要がある。

生活領域　（２）住む・ケアを受ける

【長期目標（将来像）】
▽狛江市で一緒に暮らしたい人と安心して生活できる。
▽必要な支援を自ら選択し、必要な量を利用できる。

主要課題　短期入所の充実

C

重点施策

・地域生活支援拠点の整備に
向けた取組みを進める。
・市内法人に緊急ショートス
テイの整備を促していく。

評価 今後の取組みに向けて

主要課題　グループホームの充実

　地域生活支援拠点の整備については、本計画の重
要なテーマであり、着実に進める必要がある。
　また、地域生活支援拠点の整備が行われるまでの
間も、ショートステイのニーズを踏まえて、既存の
事業所への情報提供や働きかけ等、ショートステイ
の拡充に向けた取組みが求められる。
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平成27年度狛江市第４期障害者計画進捗管理シート

生活領域ごとの障がい小委員会の意見

評価 Ａ　進捗している・期待通りの成果がでている　　　　　Ｂ　現状維持・ある程度の成果がでている　
Ｃ　あまり進捗していない・あまり成果がでていない　　Ｄ　まったく進捗していない・まったく成果がでていない

生活領域　（３）働く

【長期目標（将来像）】
▽身近なところで働くことができる。
▽就労に必要な支援を継続的に受けられる。

主要課題　公的機関・民間企業における障がい者就労機会の確保
重点施策に関する障がい小委員会の意見

・市内には大きい企業・事業所が少ない状況であ
り、近隣の自治体も含めてネットワークづくりを行
い、就労の場の開拓や、働くことをイメージしやす
くするための訓練の場の充実等を進める必要があ
る。

・市内には、就労継続支援Ａ型事業所や就労移行支
援事業所がなく、狛江市障がい者就労支援センター
サポート、３法人の就労継続支援Ｂ型事業、夢―が
主な活動・支援の場となっている。こうした状況を
踏まえて、これらの既存の活動を充実させるととも
に、その他の関係機関との連携強化にも力を入れ、
一人ひとりに合った就労の支援を行うことが求めら
れる。

・企業セミナーの実施等をきっかけとして、近隣の
企業とつながりづくりを進める必要がある。

その他の取組み

平成27年度の取組み予定

ジョブサポーター養成講習や
企業と就労を希望する障がい
者の合同説明会など、企業向
け・市民向け・障がい者向け
セミナーを実施する。

B

B

障がい者の就労
の場・訓練の場
の開拓

　市内企業の法定雇用率の充足状況等、現状の把握を進め、課題
抽出を行った。

B

市内企業の現状把握、課題抽
出を行い、今後の支援のあり
方を検討する。

地域開拓促進コーディネー
ターを中心とした職場開拓と
ネットワークづくりを行う。

平成27年度の実績・進捗状況 評価

職場定着のための訪問の実施

施策

　市内の就労継続Ｂ型事業所
に通う方の就労を支援するた
め、一般就労に向けた支援だ
けでなく、就労の準備として
の就労継続Ａ型等への移行も
支援していく。

近隣自治体の企業や事業所等
への訪問による職場開拓

施策の方向性

職場定着を目的とした定期訪
問活動を充実する。

障害者優先調達推進法の実施
　毎年度「狛江市による障がい者就労施設等からの物品等の調達方針」を定め、購入を促進している。調達実施方針に基づき、市内事業所に封入や清掃を委託し
たほか、職員共済会では、名刺の作成を委託（斡旋）、３月には自主製品販売の斡旋（クッキー等）を行った。また、障がい者週間の作品展示会においても自主
製品の販売を行った。

福祉作業所における小型家電リサイクルの実施 　廃棄物として回収した小型家電のうち、ノートパソコン・携帯電話について、市内福祉作業所での分解・資源化実証実験を実施した。

今後の取組みに向けて

障がい者（精神障がい）向け
セミナーの実施

　定着訪問の実施で問題等の
発生を未然に防ぎ、職場との
連携を図りより長く働ける環
境づくりを継続する。

地域開拓促進コーディネー
ターによる市内企業の訪問を
推進する。

　近隣の企業50社（事業所）以上にコンタクトをとり、求人先と
して19社を新規開拓した。また、近隣の就労支援センターや通勤
一時間以内の就労継続Ａ型事業所（４事業所）、Ｂ型事業所（５
事業所）、就労移行事業所（３事業所）を訪問し、情報収集や
ネットワークづくりを行った。

　狛江市障がい者就労支援センター「サポート」職員による定着
のための職場訪問を16件実施した。
　訪問を行うことにより、障がい者、職場、サポートの三者間に
おける連携が深まり、雇用継続の促進につながった。

　就労は、障がいのある方の自立、社会参加のための重要な要素の一つである。身近なところで働くことができること、就労に必要な支援を継続的に受けられること等を目指して、取組みを進める必要がある。また、障がい者の体調に合わせた
仕事環境の整備や雇用主との関係を調整するため、職場への定着のための訪問は重要であり、狛江市障がい者就労支援センターサポートで行っている取組みを充実させる必要がある。
　職員共済会での自主製品の斡旋や小型家電リサイクル等の市の取組みについても、障害者優先調達推進法の一環として、引き続き実施を行っていただきたい。

　企業向けセミナー等を実施
し、障がい者雇用に関する理
解を進める。B

取組みの状況

重点施策

　平成28年2月にセミナーを実施し、狛江市障がい者就労支援セ
ンター「サポート」の事業内容に関する説明、就労移行支援事業
所の概要説明、ハローワーク職員による雇用情勢の説明等を行っ
た。
　参加人数（当事者、家族、支援者）23名

企業向け・市民
向け・障がい者
向けセミナーの
開催

　市内での職場開拓が厳しい
状況を鑑み、市が実施する企
業セミナーの開催にあたって
は、近隣市区の企業にも周知
を行い、ネットワークを構築
するとともに、就労の機会を
広げていく。
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平成27年度狛江市第４期障害者計画進捗管理シート

生活領域ごとの障がい小委員会の意見

評価 Ａ　進捗している・期待通りの成果がでている　　　　　Ｂ　現状維持・ある程度の成果がでている　
Ｃ　あまり進捗していない・あまり成果がでていない　　Ｄ　まったく進捗していない・まったく成果がでていない

　生涯にわたって健康的に生活するためには、スポーツを始めとした余暇活動の充実や交流の場の充実が重要である。重度の障がいのある方等を対象とする医療的ケアの充実については、平成30年度の制度改正でも大きなテーマとなっており、
保健所や医療機関、大学等の関係機関と連携しながら更なる充実を図る必要がある。

主要課題　当事者が交流する場・余暇等の活動場所の提供
重点施策に関する障がい小委員会の意見

・市内の当事者による交流する場・余暇等の活動の
場の現状把握を行うとともに、活動の周知の支援を
継続させる必要がある。

・障がい者スポーツは、2020年の東京オリンピッ
ク・パラリンピックに向けて盛り上がりを見せてお
り、交流の場、余暇活動の場として、障がいのある
方もない方も巻き込みながら障がい者スポーツ体験
教室の企画・実施を進める必要がある。

その他の取組み
施策 取組みの状況

通所施設における歯科検診の実施
こだち、こもれび、もえぎ、ワークインメイ、ひかり作業所及び麦の穂の各通所者延べ104人に歯科検診を行った。また、平成27年度より、多摩府中保健所、
東京医科歯科大が共同で、歯科検診の結果等を分析し、施設通所者のための歯科質問表を作成する研究事業を開始した。

平成27年度の実績・進捗状況 今後の取組みに向けて

地域自立支援協議会で継続し
て検討する。

市内で行われている活動の実
態、課題を把握するととも
に、引き続き活動の場を確保
する。

障がいのある人
もない人も交流
できる機会の創
出

生活領域　（４）健康を保つ

【長期目標（将来像）】
▽生涯にわたって健康的に生活できる。
▽重度の障がいがあっても医療支援や必要な医療的ケアを地域生活のあらゆる場面で利用できる。

　自立支援協議会当事者部会（ペガサス）で、お花見会、コミュ
ニケーションルーム、カード作成等のイベントを企画・実施し
た。
　あいとぴあプールでは500名の利用があり、地域活動支援セン
ター登録者はリヒト60名、えるぶ33名であった。

　障がいのある人もない人も交流できる機会の創出等のため、今
年度から障がい者スポーツ体験教室を開始した。平成27年度は全
３回のスポーツ教室（ボッチャ・フライングディスク・子どもの
運動教室）を実施し、参加者数は第１回（障がい者週間特別行事
として実施）81名、第２回77名、第3回73名であった。

・自立支援協議会当事者部会
でのイベント等の企画・実施
を行う。
・市内で行われている活動が
より活発に行われるように、
支援を継続する。

B

重点施策 評価

イベント（障がい者週間等）
の実施を利用した交流機会を
創出する。

障がい者スポーツ体験事業の
実施

平成27年度の取組み予定

A
引き続き障がい者スポーツ体
験教室を実施するとともに、
公共施設での障がい者スポー
ツ用具の貸し出しができるよ
う検討していく。

交流の場・余暇
活動の場の充実

施策の方向性
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平成27年度狛江市第４期障害者計画進捗管理シート

生活領域ごとの障がい小委員会の意見

評価 Ａ　進捗している・期待通りの成果がでている　　　　　Ｂ　現状維持・ある程度の成果がでている　
Ｃ　あまり進捗していない・あまり成果がでていない　　Ｄ　まったく進捗していない・まったく成果がでていない

施策

運動療育事業 　発達に遅れのある子ども等を対象に、運動教室「みんなで地球を蹴っ飛ばせ」を実施した（開催数11回　参加児童延べ59名）。

生活領域　（５）育つ・学ぶ

【長期目標（将来像）】
▽生涯にわたって、自らの可能性を広げるための支援が受けられる。
▽早期支援体制が整っている。
▽成長段階に応じた継続的な支援が受けられる。

重点施策に関する障がい小委員会の意見

・市と障害児福祉サービス提供事業者が連携し、ぱ
るの事業の充実に加え、引き続き、他の児童発達支
援事業所、放課後等デイサービス事業所等との連携
強化を図る必要がある。

・児童発達支援センターについては、一貫した地域
療育システムのあり方検討委員会の場で、課題抽出
や機能・役割等の検討を行い、整備に向けた取組み
を進めていただきたい。

主要課題　児童発達支援の充実

・ぱるの定員拡大
・狛江市障害福祉サービス等
事業所連絡会子ども部会にお
ける連携強化

　一貫した地域療育システム
のあり方検討委員会を設置
し、平成25年度に実施した一
貫した地域療育システムの構
築に向けた検討プロジェクト
チームの議論を踏まえて、児
童発達支援センターの整備等
に向けた検討を進める。

B

取組みの状況

・平成27年４月にぱるの定員を20名増員した。
・狛江市障害福祉サービス等事業所連絡会子ども部会を4回実施
した。

＜平成27年度障害児福祉サービス利用実績＞
・児童発達支援事業所・・・市内４事業所：年間実利用者数100
名（市外事業所を含む。）
・放課後等デイサービス・・・市内６事業所：年間実利用者数76
名（市外事業所を含む。）

子どもの成長に関する情報の共有・連携
　情報と支援（アウトリーチを含む）の連携を一元的に行う観点から、一冊で出生から現在までの記録ができる冊子（狛江市版サポートブック「レインボーファ
イル」）を作成した。ファイルは、ケースワーカーの訪問時や窓口での相談時に配布した。

平成27年度の実績・進捗状況

児童発達支援セ
ンターの整備

平成27年度より具体的な機
能、場所、運営主体等の検討
を行う場を設ける。

・現状の療育体制の把握
・庁内所管課の現状把握
・一貫した地域療育システム
のあり方検討委員会設置の検
討（事務局体制・構成メン
バー）

平成27年度の取組み予定

児童発達支援事
業の充実 A

　ぱるを始めとする児童発達支援事業等の充実や関係機関との連携強化、新たに作成した「レインボーファイル」の活用方法の検討及び将来的な児童発達支援センターの整備等、取り組むべき課題がたくさんある。これから始まる一貫した地域
療育システムのあり方検討委員会において、これらの課題について検討し、具体的な施策へとつなげる必要がある。特に、福祉と教育の連携は大きなテーマであり、市としても各関係部署間と連携を図りながら、これからの取組みについて検討
していただきたい。

重点施策 評価

その他の取組み

　庁内所管課の担当職員が集まり、現状の療育体制の把握を行う
とともに、現在までの議論の流れと課題を整理し、一貫した地域
療育システムのあり方検討委員会の設置に向けた事務局体制・構
成メンバーの検討を行った。

今後の取組みに向けて

　ぱるの更なる充実を図ると
ともに、狛江市障害福祉サー
ビス等事業所連絡会子ども部
会等の場を活用して、事業所
の連携強化を図る。

ぱるの充実（待機児解消等）
と児童発達支援事業所の連携
強化を図る。

施策の方向性
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平成27年度狛江市第４期障害者計画進捗管理シート

生活領域ごとの障がい小委員会の意見

評価 Ａ　進捗している・期待通りの成果がでている　　　　　Ｂ　現状維持・ある程度の成果がでている　
Ｃ　あまり進捗していない・あまり成果がでていない　　Ｄ　まったく進捗していない・まったく成果がでていない

投票支援
　障がいのある方の投票を支援する取組みとして、平成27年11月12日に障がい者団体と共催で研修会「公職選挙法と知的障がい者への投票支援」を実施し、
75名の参加があった。

今後の取組みに向けて

生活領域　（６）参加する

【長期目標（将来像）】
▽障がいがあってもなくても、生涯にわたって、さまざまな社会参加ができる。

　12月３日から９日までの障がい者週間に市役所２階ロビーに
て、作品展示会及び物品販売を実施した。また、特別行事とし
て、障がい者スポーツ体験教室を実施した。

＜平成27年度参加実績＞
作品展示会　15団体　来場者数延べ565名
障がい者スポーツ体験教室　参加者数延べ81名

　障がい者に対する理解・普
及啓発のために、分かりやす
いパンフレットの作成やホー
ムページのコンテンツの充実
を図る。

ココシルこまえの機能充実
　平成27年度、バリアフリー道案内アプリ「ココシルこまえ」に、まちゼミ、狛江わくわく商品券、狛江市道認定路線網図及び店舗・施設情報等の新しいコンテ
ンツが加わり、年間45,367PVの閲覧があった。

　障がいがあってもなくても生涯にわたって、様々な社会参加ができるようにするため、地域活動支援センター、あいとぴあプール、障害福祉センター等の現在行われている取組みを継続・充実させると共に、すでに行われているイベント等の
機会を活かして、新たな交流等の取組みを検討する必要がある。
　４月の障害者差別解消法の施行を一つの契機として、社会の障壁となるソフト面（障がいに対する理解、投票を始めとする社会制度等）やハード面（設備面でのバリアフリー・ユニバーサルデザイン等）においての課題の解決に向けて取組み
を進める必要がある。
　ココシルこまえは広報及びバリアフリーのツールとして有効であり、機能の充実について今後も検討していただきたい。

平成27年度の取組み予定

パンフレットによる理解普及
啓発、ホームページ等のコン
テンツの充実

・障害者差別解消法関連のパンフレット「みんながいっしょに暮
らせるまちへ」を作成し、関係機関等1,780冊を配布した。ま
た、平成26年度に作成した子どもの発達に関するパンフレット
「ちょっと気になる子どもの発達」もイベント等で320冊配布し
た。
・障害者差別解消法の理解を促進するため市職員向けの研修を実
施した。

　障がい者に対する理解・普
及啓発のために、効果的なイ
ベントの企画（作品展示会、
映画会、障がい者スポーツ体
験教室等）を実施する。

重点施策

ホームページ、障がい者のし
おり、福祉だより、パンフ
レットの作成を作成する。

障がい者週間事業の充実

B

平成27年度の実績・進捗状況

作品展示会及び物品販売の企
画・実施
イベント（障がい者スポーツ
体験教室）の企画・実施

重点施策に関する障がい小委員会の意見

・障がい者に対する理解・普及啓発は、就労を始め
とする他の施策を進めるのに不可欠であり、あらゆ
る機会を捉えて実施を検討する必要がある。障害者
差別解消法の施行を踏まえ、研修等を充実し、ニー
ズに的確に対応できる体制を整える必要がある。

・災害時の支援については社会的にも関心が大きく
なっており、福祉避難所の設置や狛江市地域見守り
活動支援対象者名簿の提供に関する協定の拡大等に
ついて、速やかに進める必要がある。また、団体に
関する働きかけだけではなく、市民一人ひとりが助
け合いの意識を持てるような取組みの手段も考える
必要がある。

・狛江市地域見守り活動支援
対象者名簿の提供に関する協
定を拡大する。
・要配慮者のための新しいマ
ニュアル「災害の心得」を開
発する。
・ココシルこまえ等によるソ
フト面からバリアフリー化に
取り組む。

　避難者自動認識システムについては、導入案を作成したもの
の、都の補助申請をしたが不採択であり、財源が確保できずにそ
れ以上進捗しなかった。代替策としてソフト面（ココシルこまえ
等）からのバリアフリー化の検討を行った。
　７つの団体（狛江消防署、調布警察署、狛江市民生委員・児童
委員協議会、狛江市社会福祉協議会、狛江福祉会、正吉福祉会、
駒井町会）と地域見守り活動支援対象者名簿の提供に関する協定
を締結することにより、災害時の要支援者への対応の機能充実を
図った。

障がい者に対す
る理解・普及啓
発の推進（市
民・市職員・教
員・学生・企
業・医療機関
等）

評価施策の方向性
主要課題　障がい者に対する理解・普及啓発

B

B避難者自動認識システムの導
入案を検討する。

その他の取組み

バリアフリー・
ユニバーサルデ
ザインの推進

避難者自動認識システムを導
入する。

施策 取組みの状況
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第３章 

今後の取組み 
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今後の取組み 

  １ 評価結果のまとめ 

  １ 進捗結果 

    平成 27年度実績についての評価結果をまとめると、下表のようになりました。 

 

  【１】進捗結果 全重点施策 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している 6 27.3％ 

Ｂ 現状維持 13 59.1％ 

Ｃ あまり進捗していない ３ 13.6％ 

D まったく進捗していない 0 0％ 

計 22 100％ 

 

【２】生活領域毎の進捗結果 

    （１）相談する 

主要課題 相談支援・地域生活支援拠点の充実 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している ４ 66.6％ 

Ｂ 現状維持 １ 16.7％ 

Ｃ あまり進捗していない １ 16.7％ 

D まったく進捗していない ０ 0％ 

計 ６ 100％ 

 

   （２）住む・ケアを受ける 

主要課題 短期入所の充実 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している ０ 0％ 

Ｂ 現状維持 ２ 66.7％ 

Ｃ あまり進捗していない １ 33.3％ 

D まったく進捗していない ０ 0％ 

計 ３ 100％ 
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主要課題 グループホームの充実 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している ０ 0％ 

Ｂ 現状維持 １ 50％ 

Ｃ あまり進捗していない １ 50％ 

D まったく進捗していない ０ 0％ 

計 ２ 100％ 

 

   （３）働く 

主要課題 公的機関・民間企業における障がい者就労機会の確保 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している ０ 0％ 

Ｂ 現状維持 ４ 100％ 

Ｃ あまり進捗していない ０ 0％ 

D まったく進捗していない ０ 0％ 

計 ４ 100％ 

 

   （４）健康を保つ 

主要課題 当事者が交流する場・余暇等の活動場所の提供 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している １ 50％ 

Ｂ 現状維持 １ 50％ 

Ｃ あまり進捗していない ０ 0％ 

D まったく進捗していない ０ 0％ 

計 ２ 100％ 

 

   （５）育つ・学ぶ 

主要課題 児童発達支援の充実 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している １ 50％ 

Ｂ 現状維持 １ 50％ 

Ｃ あまり進捗していない ０ 0％ 

D まったく進捗していない ０ 0％ 

計 ２ 100％ 
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   （６）参加する 

主要課題 障がい者に対する理解・普及啓発 

評価基準 評価内容 施策数 

Ａ 進捗している ０ 0％ 

Ｂ 現状維持 ３ 100％ 

Ｃ あまり進捗していない ０ 0％ 

D まったく進捗していない ０ 0％ 

計 ３ 100％ 

 

２ 課題 

各重点施策の全体における評価の割合は、Ａ「進捗している」が 27.3％、Ｂ

「現状維持」が 59.1％、Ｃ「あまり進捗していない」が 13.6％、Ｄ「まった

く進捗していない」が０％という結果となりました。 

現計画の重点施策には、地域生活支援拠点（ぽかぽか広場）の整備に関する内

容が含まれていることもあり、残念ながらＢ、Ｃの評価を付けざるを得ない箇所

がいくつかあります。引き続き地域生活支援拠点の整備に向けて取組みを進める

とともに、他の重点施策においても、実現に向けてより力を入れて取り組みたい

と考えています。 

また、Ｂ評価「現状維持」のものが半数以上という結果となりましたが、障が

い小委員会及び各関係機関と連携を図りながら、残りの計画期間で重点施策の実

現ができるよう取組みを進めたいと思います。 

 

  ２ 取組みの推進に向けて 

    本計画は、平成27年度から平成29年度までの３年間の計画期間であり、平

成27年度は計画期間の初年度であることを勘案し、進捗が進んでいないものに

ついては課題を明らかにしたうえで、残りの計画期間で確実に施策を推進してい

く必要があります。 

次年度以降は、本報告書に対する狛江市市民福祉推進委員会障がい小委員会か

らの意見を踏まえ、各所管課で課題を共有し、必要があれば、次年度以降の取組

みの見直しを行います。 
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